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58）官民の連携・役割分担 ［応急期・復旧期・復興前期・復興後期］ 

 

 

 

 

【東日本大震災における状況と課題】 

東日本大震災では、地方公共団体も大きな被害を受け、被災者支援を行うための情報の収集、マ

ンパワーの確保などさまざまな課題に直面する中で、NPO 等との連携・協働により、効果的な支援

が行われた例があった一方、平時における連携･協働の程度によって、災害時の対応について地域

差が見られた(1)。 

 

【東日本大震災における取組】 

・平時からの官民の連携体制の構築（課題①） 

岩手県北上市では、震災以前から行政機関、NPO、地域コミュニティ等が一緒になって地域づくり

の推進等を行ってきた基盤があった。発災時には、こうした日常的連携を生かし、北上市、社会福

祉協議会、雇用対策協議会が連携して「きたかみ復興支援協働体」を設立し、市と NPO等が協働し

て支援方策を決定して被災者支援にあたった（事例 58-１）。 

 

・官民の役割分担を踏まえた効率的な復旧支援（課題①） 

政府現地対策本部(国)、宮城県、自衛隊、ボランティア関係者から構成される「被災者支援４者

連絡会議」が開催された。情報共有のあり方、ボランティア活動の方向性や支援方策、市町の連絡

会議のフォローアップ等が検討され、特に炊き出しや物資配給に関する役割分担について話し合わ

れ、行政機関と NPO等が協働して被災者支援を行った（事例 58-２）。 

NPO 等のネットワーク組織（準備会参加団体等）は、震災前に連携体制が構築されていなかった

ため、支援の全体像が把握できず、現地での活動が困難を極め、政府・行政機関や企業等との連携

体制が限定的であった自戒を踏まえ、2013 年７月に NPO等の有志が集まり、連携・協働のための仕

組みづくりが進められた(2)。さらに、2016年４月 14日に発生した熊本地震における経験も踏まえ、

災害時に被災者支援の抜け･漏れ･重複を防ぎ、地域ニーズに合った支援活動が効果的に行われるよ

う、地域、分野、セクターを超えた関係者同士の「連携促進」や「支援環境の整備」を図ることを

目的とする NPO法人全国災害ボランティア支援ネットワーク（JVOAD）が 2016年 10月に設立され

た(3)。 

 

・官民協働による復興課題解決（課題②） 

岩手県では、2014年度に県が３億円を拠出して「いわて社会貢献･復興活動支援基金」を創設し、

漁業の魅力を伝える体験ツアー実施など、NPO 等による復興活動や地域課題解決に係る取組に対し

て助成を行った(4)。また、NPO 等の活動費への補助と並行し、中長期計画の策定への支援や活動へ

の信頼と共感を高めるためのセミナー、企業等とのコラボレーションを生むための交流会の開催等

の支援を継続して行っている(4)。 

NPO法人高田暮舎は、陸前高田市から委託を受け、人口減少と少子高齢化の進展に対応するため、

【課題】① 平時において、どのように官民連携の仕組みを構築するか 

② 官民がそれぞれの強みを生かしてどのように役割分担するか 
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首都圏など都市部からの移住希望者に対して、仕事や暮らし等地元の情報を掲載したポータルサイ

トの開設、ワンストップ窓口の設置、移住促進イベントの開催などの情報提供や空き家バンクの運

営、現地ツアーの実施、移住後の地域住民との交流会の開催など切れ目のない支援を行っている(5)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜出典＞ 
(1) 公益財団法人ひょうご震災記念 21世紀研究機構「事例に学ぶ生活復興」2018 年３月,p124～131 

https://www.reconstruction.go.jp/topics/m18/04/20180410_seikatsufukko.pdf 

(2) 認定 NPO法人全国災害ボランティア支援ネットワーク（JVOAD）「第１回 災害時の連携を考える全国フォーラム 報

告書」P35 http://jvoad.jp/wp-content/themes/may2019/pdf/forum2016_report.pdf 

(3) 認定 NPO法人全国災害ボランティア支援ネットワーク（JVOAD） http://jvoad.jp/about/activity/ 

(4) 岩手県「東日本大震災津波からの復興 岩手からの提言」2020 年３月,p144 

https://www.pref.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/027/741/fukkou_teigen_i_all.pdf 

(5) 特定非営利活動法人高田暮舎 https://takatakurashi.jp/takatakurashisya/ 

  

【教訓・ノウハウ】 

① 平時から官民連携体制を整備し、役割を踏まえた復旧支援を行う 

・ 平時から、NPO 等の中間支援組織との連携体制を構築し、情報共有のあり方や連携に

ついて、具体的な取り決めを行う。 

・ 発災時には、官民の情報交換会議を開催し、協働母体として継続して復興課題に取り

組む体制を維持する。 

 

② 官民それぞれの強みを発揮して地域課題に取り組む 

・ NPO 等は自らの経験・ノウハウやネットワーク等を活かし、行政機関は効率的な課題

解決のために NPO等に委託を行う。 
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